                            第１章　総　　則
                          第１節　目　　　的
  泉南市地域防災計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第 233号）第42条の規定に基づき泉南市防災会議が定める計画であって、市域並びに住民の生命、身体及び財産を災害から保護するために、市域に係る災害予防、災害応急対策及び災害復旧に関し、泉南市及び市内外の関係機関その他防災上重要な施設の管理者が処理すべき事務又は業務の大綱等を示し、防災活動の総合的かつ有機的な推進を図ることを目的とする。
  ただし、石油コンビナート等災害防止法（昭和50年法律第84号）に基づく特別防災区域に係る防災については、同法第31条の規定に基づく大阪府石油コンビナート等防災計画によるが、同計画と十分調整し、連携を図るものとする。
                          第２節　計画の概要
１　計画の性格
　この計画は、風水害等の一般災害に対処するための基本的な計画を定めるものであり、泉南市防災会議が作成する「泉南市地域防災計画」の「風水害等対策編」である。
　なお、市域に大規模な地震が発生した場合、又は発生するおそれのある場合については、「地震災害対策編」の定めるところによる。
２  計画の内容
  この計画は、市域において過去に発生した災害の状況及び諸対策を基礎資料とし、想定される最大規模の災害を基準として、次の事項を定めるものである。
(1) 市、関係機関等の責務と処理すべき事務又は業務の大綱
  市、関係機関等の責務と、災害に対して処理すべき事務又は業務の大綱を定める。
(2) 災害予防計画
  災害の発生を未然に防止し、又は被害を最小限度にくい止めるための措置について基本的な計画を定める。
(3) 災害応急対策計画
  災害が発生し、又は発生するおそれのある場合の防御措置、災害の拡大防止措置及び被災者に対する応急救助の措置について基本的な計画を定める。
(4) 災害復旧計画
  災害復旧の実施について基本的な計画を定める。
３  大阪府地域防災計画等との関係
  この計画は、大阪府地域防災計画及び大阪府水防計画との整合性と関連性を有するものである。
４  計画の修正及び周知徹底
  この計画は、災害対策基本法第42条の規定に基づき毎年検討を加え、必要があると認められるときは、これを修正する。
  この計画は、市の職員及び関係行政機関、関係公共機関、公共的団体その他防災上重要な施設の管理者に熟知させるとともに、地域住民に対しても周知徹底を図るものとする。
５　計画の細部的事項
　この計画に基づく防災上の諸活動を行うにあたって、必要な細部的事項については、関係機関において定めるものとする。
                    第３節　防災責任者の責務
第１　防災責任者の処理すべき
　　　　　　　　　　　　　事務又は業務の大綱
  泉南市、大阪府、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、市域内の公共的団体及び防災上重要な施設の管理者は、概ね次の事務又は業務を処理するものとする。
１  泉南市
(1) 総務部
ア　防災会議に係る事務に関すること。
イ　災害対策本部会議の事務に関すること。
ウ　防災に係る教育、訓練に関すること。
エ　関係機関との連絡調整に関すること。
オ　気象並びに災害情報の収集、伝達に関すること。
カ　自主防災組織に関すること。
キ　通信連絡の確保に関すること。
ク　被害状況及び活動状況の統括並びに関係機関への報告に関すること。
ケ　災害に関する広報及び報道機関との連絡調整に関すること。
コ　災害状況の記録、写真等、取材に関すること。
サ　職員の現状把握及び動員配備計画に関すること。
シ　災害救助法に関すること。
ス　災害対策を実施するための必要な労働者等の確保に関すること。
セ　関係機関等の災害視察に関すること。
ソ　災害見舞の応接に関すること。
タ　庁舎の整備及び維持管理に関すること。
チ　災害対策用自動車の配車に関すること。
　(2) 財務部
ア　市有建築物及び土地家屋等の被害調査に関すること。
イ　被災者に対する市税の減免に関すること。
ウ　市の災害復旧資金計画及び資金の調達に関すること。
エ　市の災害起債及び災害融資に関すること。
オ　災害関係費の収入及び支出に関すること。
カ　義援金品の受付及び配分に関すること。
キ　災害対策諸物資の調達、検収及び契約に関すること。
ク　被災者に対する衣料等生活必需物資の供給に関すること。
　(3) 市民生活環境部
ア　災害応急食料の調達及び配分に関すること。
イ　被災者及び職員に対する炊き出しに関すること。
ウ　商工業の被害調査及び復旧対策に関すること。
エ　商工業者のり災証明の発行及び融資に関すること。
オ　環境衛生施設の被害調査に関すること。
カ　し尿汲取りの応急処理に関すること。
キ　仮設トイレの設置に関すること。
ク　災害時における清掃計画に関すること。
ケ　被災地域のごみ、瓦礫等の応急処理に関すること。
コ　泉南清掃事務組合との連絡調整に関すること。
　(4) 健康福祉部
ア　福祉施設の被害調査に関すること。
イ　ボランティア組織の活動支援等に関すること。
ウ　泉南市社会福祉協議会との連絡調整に関すること。
エ　災害弱者の総合的な支援の企画及び実施に関すること。
オ　被災者に対する衣料等生活必需物資の供給に関すること。
カ　被災者に対する福祉年金受給者取得制限の緩和に関すること。
キ　低所得世帯の被災者に対する世帯更生資金等の貸付に関すること。
ク　遺体の収容に関すること。
ケ　り災証明の発行に関すること。
コ　災害見舞金、災害弔慰金及び災害援護資金の貸付に関すること。
サ　被災者に対する拠出年金保険料の免除に関すること。
シ　医療機関の被害調査に関すること。
ス　災害時における医療計画に関すること。
セ　救護所の設置及び救護班の編成に関すること。
ソ　救護所及び現地における傷病者の応急治療及び救護に関すること。
タ　医師会等との連絡調整に関すること。
チ　疾病、負傷者の調整及び収容に関すること。
ツ　保育所の被害調査に関すること。
テ　保育機能の復旧に関すること。
　(5) 都市整備部
ア　災害危険箇所の予防計画に関すること。
イ　道路、公園等の整備に関すること。
ウ　都市施設の被害調査に関すること。
エ　現場職員に対する物資の配給に関すること。
オ　水防活動に関すること。
カ　道路、橋りょうの被害調査及び応急復旧に関すること。
キ　公共建築物等の被害調査及び応急復旧に関すること。
ク　緊急交通路の確保及び交通規制の連絡調整に関すること。
ケ　障害物の除去に関すること。
コ　建築物等の耐震化及び火災予防に関すること。
サ　住宅の災害復興対策の企画に関すること。
シ　応急仮設住宅の建設及び入居者の選定に関すること。
ス　被災者応急用建築資材の確保、斡旋に関すること。
セ　緊急時における市内建築業者への協力依頼に関すること。
ソ　農林水産業の被害調査及び復旧対策に関すること。
タ　災害用農林漁業金融斡旋に関すること。
チ　下水道施設、河川、水路等の整備に関すること。
ツ　下水道施設、河川、水路、港湾等の被害調査及び応急復旧に関すること。
テ　水防活動に関すること。
ト　浸水対策に関すること。
ナ　用排水路、樋門、ポンプ場等の運用管理に関すること。
ニ　南大阪湾岸南部流域下水道組合との連絡調整に関すること。
　(6) 人権推進部
ア　災害に関する苦情の受付及び処理に関すること。
イ　市民の災害相談に関すること。
　(7) 水道部
ア　水道施設の被害調査及び応急復旧に関すること。
イ　水道事業の災害復旧資金計画に関すること。
ウ　断水時における広報宣伝に関すること。
エ　断水地区への臨時給水に関すること。
オ　災害時における送配水の確保に関すること。
カ　災害時における水道施設の巡視に関すること。
キ　災害応急対策、資材の調達に関すること。
　(8) 教育総務部
ア　教育施設の被害調査に関すること。
イ　避難所の設置、管理及び運営指導等に関すること。
ウ　避難所の調査及び名簿の作成に関すること。
エ　避難者の救護状況の調査に関すること。
オ　避難者の誘導に関すること。
 (9) 教育指導部
ア　教育機能の復旧に関すること。
イ　災害時における児童の応急教育に関すること。
ウ　被災小中学生、園児に対する学用品の調達及び支給に関すること。
エ　ＰＴＡ等教育関係団体への協力要請に関すること。
オ　災害時における児童の応急給食に関すること。
カ　被災者への炊き出し給食業務の協力に関すること。
 (10) 消防本部
ア　非常召集連絡に関すること。
イ　災害対策本部及び関係機関との連絡に関すること。
ウ　人的被害の調査に関すること。
エ　情報収集に関すること。
オ　当務員警戒に関すること。
カ　警戒防御に関すること。
キ　消防施設、機械、資機材の整備に関すること。
ク　消防警備計画に関すること。
ケ　部隊編成及び配置運用に関すること。
コ　人命の救助、救出に関すること。
サ　傷病者の救出搬送に関すること。
シ　負傷者等の調査及び医療機関の調査、確保に関すること。
ス　水防活動に関すること。
セ　危険物等の防災措置に関すること。
ソ　応援要請に関すること。
２  大阪府
(1) 泉南地域防災推進室
  災害予防対策及び災害応急対策等に係る市及び関係機関との連絡調整に関すること。
(2) 岸和田土木事務所
  府直轄公共土木施設の防災対策、水防活動、洪水予警報等の伝達及び被災施設の復旧等に関すること。
(3) 泉州農と緑の総合事務所
ア　ため池に関する水防対策に関すること。
イ　山地災害対策に関すること。
(4) 阪南港湾事務所
  府直轄港湾施設及び海岸保全施設の災害予防、保全管理、災害応急対策、復旧対策等に関すること。
(5) 泉佐野保健所尾崎支所
  災害時における保健衛生活動に関すること。
(6) 南大阪湾岸流域下水道事務所
  流域下水道施設の防災対策、水防活動、洪水予警報等の伝達及び被災施設の復旧等に関すること。
(7) 大阪府漁港管理事務所
ア  漁港施設の管理、災害応急対策、復旧対策に関すること。
イ　災害時の海上ルート輸送について、耐震岸壁等施設の開放及び支援・協力に関すること
３  大阪府泉南警察署
(1) 災害情報の収集、伝達及び被害実態の把握に関すること。
(2) 被災者の救出救助及び避難指示に関すること。
(3) 交通規制・管制に関すること。
(4) 広域応援等の要請・受入に関すること。 
(5) 遺体の検視（見分）等の措置に関すること。
(6) 犯罪の予防、取締りその他治安の維持に関すること。
  (7) 災害資機材の整備に関すること。
４  指定地方行政機関
(1) 大阪食糧事務所和泉支所
ア  応急食料（米穀）及び乾パンの備蓄に関すること。
イ　災害時における主要食料の需給調整に関すること。
(2) 大阪航空局 関西空港事務所
ア  指定地域上空の飛行規制等その周知徹底に関すること。
イ  航空通信連絡情報及び航空管制の整備に関すること。
ウ  空港施設の応急点検体制の整備に関すること。
エ　災害時における航空機輸送の安全確保に関すること。
オ　遭難航空機の捜索及び救助活動に関すること。
(3) 関西空港海上警備救難部、岸和田海上保安署
ア  海上災害に関する防災訓練及び啓発指導に関すること。
イ　流出油防除資機材の備蓄及び油防除組織の育成指導に関すること。
ウ　危険物積載船舶等の災害予防対策に関すること。
エ　海難救助体制の整備に関すること。
オ　海上交通の制限に関すること。
カ　避難の援助及び勧告並びに警報等の伝達に関すること。
キ  海難の援助及び危険物等の海上流出油対策に関すること。
ク　人員及び救助物資の緊急海上輸送に関すること。
ケ　海上交通の安全の確保及び海上の治安の維持に関すること。
(4) 泉南郵便局
ア  災害時における郵便業務の確保に関すること。
イ　災害時における郵政事業に係る災害特別事務取扱い及び援護対策に関すること。
ウ　被災地域の地方公共団体に対する簡易保険積立金による短期融資に関すること。
(5) 泉佐野公共職業安定所
  災害時における労働力確保対策に関すること。
(6) 近畿地方整備局大阪国道工事事務所南大阪維持出張所
ア  直轄公共土木施設の整備と防災管理に関すること。
イ  直轄公共土木施設の応急点検体制の整備に関すること。
ウ　直轄公共土木施設の二次災害の防止に関すること。
エ  直轄公共土木施設の復旧に関すること。
オ　応急復旧資機材の備蓄及び整備に関すること。
カ　災害時の道路通行の禁止又は制限及び道路交通の確保に関すること。
５　陸上自衛隊第３師団第37普通科連隊
(1) 地域防災計画に係る訓練の参加協力に関すること。
(2) 府・市町村その他の防災関係機関が実施する災害応急対策の支援・協力に関すること。
６  指定公共機関及び指定地方公共機関
(1) 西日本旅客鉄道株式会社（和泉砂川駅）
ア  施設の防災管理に関すること。
イ　輸送施設の整備等安全輸送の確保に関すること。
ウ　災害時における緊急輸送体制の整備に関すること。  
エ  災害時における鉄道車両等による救援物資、避難者等の緊急輸送に関すること。
オ  災害時における鉄道通信施設の利用に関すること。
カ　被災鉄道施設の復旧事業の推進に関すること。
(2) 西日本電信電話株式会社（大阪支店）
ア  電気通信施設の整備と防災管理に関すること。
イ　応急復旧用通信施設の整備に関すること。
ウ　津波警報、気象警報の伝達に関すること。
エ  災害時における重要通信に関すること。
オ  災害関係電報・電話料金の減免に関すること。
カ　被災電気通信設備の災害復旧事業の推進に関すること。
キ　「災害用伝言ダイヤル」の提供に関すること。
(3) 日本赤十字社（大阪府支部）
ア　災害医療体制の整備に関すること。
イ　災害救護用医薬品並びに血液製剤等の供給に関すること。
ウ　災害時における医療助産等救護活動の実施に関すること。
エ　義援金品の募集、配分等の協力に関すること。
オ　避難所奉仕、ボランティアの受入れ・活動の調整に関すること。
カ　救助物資の備蓄に関すること。
(4) 日本道路公団（関西支社和歌山管理事務所）
ア　公団管理道路の整備と防災管理に関すること。
イ  道路施設の応急点検体制の整備に関すること。
ウ  災害時における交通規制及び輸送の確保に関すること。
エ　被災道路の復旧事業の推進に関すること。
(5) 大阪ガス株式会社（南部事業本部）
ア  ガス施設の整備と防災管理に関すること。
イ  災害時におけるガスによる二次災害防止に関すること。
ウ　災害時におけるガスの供給確保に関すること。
エ　被災ガス施設の復旧事業の推進に関すること。
(6) 日本通運株式会社（堺支店）
ア　緊急輸送体制の整備に関すること。  
イ  災害時における救助物資、避難者等の緊急輸送の協力に関すること。
ウ  復旧資材等の輸送協力に関すること。
(7) 関西電力株式会社
ア  電力施設の整備と防災管理に関すること。
イ　災害時における電力の供給確保体制の整備に関すること。
ウ　災害時における電力の供給確保に関すること。
エ　被災電力施設の復旧事業の推進に関すること。
(8) 関西国際空港株式会社
ア　空港島周辺の航空機災害の予防に関すること。
イ  空港施設の応急点検体制の整備に関すること。
ウ  空港島周辺の航空機災害の応急対策に関すること。
エ  災害時における輸送確保の協力に関すること。
オ　災害時における航空機輸送の安全確保と空港施設の機能確保に関すること。
(9) 南海電気鉄道株式会社（泉佐野駅）
ア  施設の防災管理に関すること。
イ　輸送施設の整備等安全輸送の確保に関すること。
ウ　災害時における緊急輸送体制の整備に関すること。  
エ  災害時における鉄道通信施設の利用に関すること。
オ　被災鉄道施設の復旧事業の推進に関すること。
(10) 大阪府エルピーガス協会泉南支部
ア  ＬＰガス施設の整備と防災管理に関すること。
イ  災害時におけるＬＰガスによる二次災害防止に関すること。
ウ　災害時におけるＬＰガス及びＬＰガス器具等の供給確保に関すること。
エ　被災ＬＰガス施設の復旧事業の推進に関すること。
７  公共的団体及び防災上重要な施設の管理者
(1) 泉佐野泉南医師会
ア　災害時における医療救護の活動に関すること。
イ　負傷者に対する医療活動に関すること。
(2) 南大阪湾岸南部流域下水道組合
  流域下水道施設の防災対策、水防活動、洪水予警報等の伝達及び被災施設の復旧等に関すること。
(3) 岡田浦漁業協同組合及び樽井漁業協同組合
  組合員の災害予防、災害時の物資輸送協力及び災害応急対策並びに応急復旧に関すること。
(4) 泉南清掃事務組合
  ごみ処理業務における防災管理、ごみ処理施設の災害予防整備、災害時のごみ処理、ごみ処理施設の応急対策及び復旧に関すること。
(5) 泉南市区長連絡協議会
ア  自主防災組織結成協力に関すること。
イ  災害情報の収集協力に関すること。
ウ  緊急避難の場合の協力に関すること。
エ  市の実施するその他の災害予防対策、災害応急対策及び災害復旧対策への協力に関すること。
(6) 泉南市社会福祉協議会  
ア  災害時における福祉に関すること。
イ  ボランティアの防災活動支援に関すること。
(7) その他の公共的団体及び防災上重要な施設の管理者
　各々の掌握事務についての防災対策に関すること。
第２　住民、事業所の基本的責務
　自らの安全は自ら守るのが防災の基本であり、住民はその自覚を持ち、平常時より、災害に対する備えを心がけるとともに、災害時には自らの安全を守るよう行動し、初期消火、近隣の負傷者・災害弱者への援助、避難所の自主的運営のほか、関係機関が行う防災活動との連携・協力に努めるものとする。
　 eq \o\ad(事業所は、災害時に果たす役割（従業員や利用者の安全確保、経済活動の維持、地域への貢,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)献）を十分に認識し、災害時行動マニュアルの作成、防災体制の整備、防災訓練等を実施するなど防災活動の推進に努めるものとする。

                    第４節　泉南市の災害環境
第１　泉南市の概況
１  面積・地勢
  本市は大阪府の南部に位置し、北は大阪湾に面し、泉佐野市、田尻町、阪南市と隣接するとともに、更に和泉山脈を境にして和歌山県にも接している。空港島（約1.75k㎡）を除く市域の広がりは東西約 8.4㎞、南北約10.5㎞、周囲は約38.2㎞、面積は約45.60k㎡である。
  市域の大部分は、低い山地や丘陵で占められ、東端を樫井川が、西端を男里川が流れ、それぞれ大阪湾に注いでいる。また、市域内には多数のため池が点在している。
２  気候
  本市の気候は瀬戸内式気候区に属し、穏やかな気候である。
  年平均気温は16℃前後、年平均風速は 3.3 m/s前後で、夏季は南又は南西風が、冬季は北西風が多い。年降水量は、1,300 ㎜前後で、４月下旬を中心とする春雨期、６月下旬を中心とする梅雨期、台風期を含む秋雨期に集中する。
３  人口
  本市の人口は増加を続けており、特に昭和45年から50年にかけて急増した。その後、若干増加率は低下したものの増加傾向にある。
  世帯数は、人口増加率を上回る増加を続けており、核家族化の傾向を示している。
【付表 1-4-1】 国勢調査による人口推移一覧表
【付表 1-4-2】 地区別人口及び世帯数一覧表
４  土地利用
  泉州地域は府内でも山林や農地の割合が比較的多いが、本市は、その中でも特に山林が多く、その分、農地や宅地がやや少ない土地利用構成になっている。昭和40年代に活発化した宅地開発は、市内に大小様々な住宅団地を生んだが、昭和50年代に入って、その動きはやや鎮静化してきている。現在では、宅地化の圧力がある一方、開発適地が少なくなって地価が上昇し、道路整備も不備な地区での高密度の宅地化や農地と宅地の混在化が進むなど、市内各地で小規模な乱開発が進行しつつある。
【付表 1-4-3】 土地利用区分
５  地形・地質の概要
  本市域は、地形的には、
①　市域の南半分に広がる和泉山地
②　和泉山地の山麓に広がる丘陵
③　海岸近くまで広がる段丘
④　男里川、樫井川の河川沿いと海岸部に広がる低地
  に分けられ、それぞれ特徴ある地形と地質を示している。（付図「地形分類図」及び「表層地質図」）
(1) 和泉山地
  山地は市域の南半分に広がり、標高400～500ｍの尾根が山地の主稜部を形成している。山地の地質は和泉層群とよばれる砂岩、泥岩、砂岩泥岩互層から構成されており、和泉山地の主軸の方向は東北東－西南西であり、和泉層群の方向性をそのまま反映している。山地内の河川はこの山地主軸方向と、それに直交する南北方向に発達している。
(2) 丘陵
  ＪＲ阪和線から山地側に広がる丘陵は、大規模開発が行われ、団地、ゴルフ場等が建設されている。丘陵部は、段丘及び低地を含めた平野部では最も高い位置にあり、標高は40～50ｍ程度である。地質は洪積層（大阪層群）とよばれる未固結層（砂礫、粘土）からなる。
(3) 段丘
  段丘区域は、主に、ＪＲ阪和線から海側に標高10～30ｍで広がる。背後の丘陵区域に比べ一段低い面を形成しているが、海岸部の低地とは明瞭な崖線で区切られている。段丘部では耕地と住宅等に開発された地区とが混在している。段丘は高位段丘、中位段丘、低位段丘の３面に区分され、その中で中位段丘が最も広い区域を占め、次いで低位段丘、高位段丘の順になっている。高位段丘は面積的にはかなり狭い。
(4) 低地
  海岸部及び男里川、樫井川、金熊寺川沿いには低地が分布している。海岸部の低地は三角州性の低地で標高は５ｍ以下である。河川沿いの低地は谷底平野で、標高は樫井川沿いで20ｍ以下、金熊寺川沿いで50ｍ程度である。低地部分は、陸地化したあとの川の作用で堆積した陸成堆積物が、ごく表層部に分布しており、このためよく観察すると自然堤防や旧河道といった平野部の微地形を認めることができる。
    【付図 1-4-1】 地形分類図
　　【付図 1-4-2】 表層地質図

第２　災害履歴
  本市は市街地や宅地の多くが災害危険性の低い丘陵、段丘に発達しており、自然災害の発生履歴は少ない地域といえよう。市域の山地部では急斜面が発達し、丘陵部では大規模な地形改変による宅地開発が進行しているが、具体的な自然災害の履歴は少ない。
　本市の主な風水害、土砂災害履歴は以下のとおりとなる。
１  風水害の履歴
  近年の風水害として、昭和57年８月３日、平成元年９月３日、同年９月19日に発生している。主に浸水災害であるが、山地区域での道路、路肩、斜面の崩壊、平野でのため池の崩壊等も含まれる。
  各災害の被害は、被害一覧表としてまとめた。
  これらの災害箇所は後背湿地や段丘上微低地、自然堤防背後の低地等にあたるところが多い。その大半はその後の対策（下水道、排水路の整備、河川断面の改修など）により被害発生はなくなっているが、ごみ投棄等による水路の詰り、溢れ出しの危険性はなくなっていない。
２  土砂災害の履歴
  土砂災害は、地すべり、崩壊（山くずれ、崖くずれ。一般には土砂くずれと表現されることも多い。）及び土石流に大きく分類されるが、土砂災害の記録はほとんどない。本市では、土砂災害が発生しやすい山地が広い地域を占めるが、山地部では市街地・宅地等の高度な土地利用があまりなされていないことも土砂災害による被害が少ない要因の一つといえよう。
  ただし、堀河ダム周辺や童子畑地区、畑地区では急斜面をまく道路の周辺でしばしば土砂災害が発生している。
【付表 1-4-4】 被害一覧表

第３　土地利用変遷
  洪水、崩壊及び地震等の自然現象は被災対象のない場所で発生しても重大な被害は発生しない。しかし、市街地等高度の土地利用がなされている場所で発生すれば、大きな被害をもたらす危険性をもっている。被害の大小は土地利用と密接な関係があり、土地利用の変遷とともに災害形態や被害の発生に変化がみられる。
  泉南市の土地利用変遷は次のようにまとめられる。
１  昭和36年頃
まだ旧町村の集落を中心とした市街地構成が色濃く残っている。
２  昭和40年代前半
  昭和36年以後、既成市街地周辺を中心に宅地化が進んでいるが、昭和40年代前半まではあまり変化は大きくない。
３  昭和40年代後半から昭和50年代前半
  市街化が急速に進行し、東南部丘陵の大規模開発も、ほとんどこの時期に行われている。
４  昭和50年代後半以降
  近年は丘陵地もほぼ開発し尽くされ、平坦部の宅地開発が主体となってきている。
【付図 1-4-3】 市街地の変遷
第４　災害素因からみた災害特性
  防災地区を集落形態と地形特性の組合わせによりタイプ分類し、そのタイプごとに防災上の課題等をまとめた。
  防災地区のタイプは、集落形態と地形特性とを次のようにそれぞれ４区分し、その組合わせで分類した。
○  集落形態
  １：在来集落
  ２：在来集落及び新興住宅地
  ３：都市化区域
  ４：新興住宅団地
○  地形特性
  Ａ：低地
  Ｂ：低地及び丘陵・段丘
  Ｃ：丘陵・段丘
  Ｄ：山地
  なお、複数の集落形態、あるいは地形特性をもつ防災地区については、人的及び物的資産の集中地域の分布等を考慮してタイプ分類した。
　【付表 1-4-5】 防災地区のタイプ分類
【付表 1-4-6】 タイプ分類別の防災地区課題  
第５　市域の災害特性
　  本市全体としての災害特性、防災体制をまとめると、次のとおりである。
１  自然条件（立地環境）からみた災害特性
  市域を地形的に大別すると、市域南東部の山地を主とする地域、中央部の丘陵・段丘地域、海岸部の低地地域に区分される。
  東部の山地地域は地形特性から地すべり地形、急傾斜地、土石流危険渓流等が多い。
  中央部の丘陵・段丘区域は高台に位置し地盤は洪積層を主体とするため、地震災害、浸水被害、土砂災害等の自然災害危険性は全般に低いが、山地に接する区域では背後の渓流からの土石流、斜面等では崩壊、地すべり等に注意する必要がある。
  低地区域は豪雨時に浸水被害がたびたび発生しており、浸水被害には今後も注意を要する。この区域は軟弱な地盤の分布区域でもあることから、地震時の振動・液状化被害も発生する可能性が高い。特に、男里浜地区の新興住宅区域は元来低湿地帯であり、水害の発生しやすい自然条件の地域を中心に宅地化が進んでいるので注意を要する。

２  社会条件（まち構造、開発状況）からみた災害特性
  本市は古来より港と街道を中心に発展してきたまちであり、在来集落、それに隣接する新興住宅地域、在来の耕地区域に道路整備、基盤整備を施した都市化区域、新たに大規模造成を行った新興住宅団地等がある。
  主要道路沿い及び山地内の在来集落区域では、木造住宅が密集し、狭く見通しの悪い道路が多いことから、一旦火災が発生すれば、気象条件等の如何により、延焼・拡大の危険性があり、その上、円滑な消防活動も妨げられるおそれがある。
  在来集落に隣接する新興住宅地域には、一般にミニ開発が多く、道路幅員、地盤処理、公園等の基盤が未整備なところもある。このため、火災が発生した場合、延焼・拡大の危険性や、円滑な消防活動のできないおそれが少なくない。
　樽井駅前、岡田浦駅前、和泉砂川駅前等では在来集落の周囲に宅地化区域が加わり拡大したところがターミナルとなり、商業施設等不特定多数に使用される施設の集中が見られ、火災等に対する防災措置を重点的に進める必要がある。
  都市化区域と新興住宅団地は本市では一般に高台に位置し、自然災害に関する防災上の問題点は少ないが、新規居住者が地域の災害特性、避難体制、避難所、避難路等を熟知し得ない結果、災害時の混乱を招くことも考えられる。避難所の周知等のソフト対策の充実が不可欠である。

３  災害抑止要因としての防災体制
  災害の種別と特質に対応したハード対策及びソフト対策を行う。
　ハード対策は、市における防災事業の推進とともに、国・府・関係機関の協力により、災害危険性の評価に基づいて、改修・補強・新設等、事業を長期展望に立って推進することが必要であるとともに、併せて、新鋭防災関連資機材の整備を図っていく必要がある。
  また、ソフト対策としては防災体制の総合的なシステム化、現況に即した防災の意識・知識・技術の普及と啓発、地域に密着した避難体制の確立等を推進することが課題である。

                        第５節　防災ビジョン
第１　市の防災課題
  市域の自然条件や地域特性からみて、風水害、土石流・斜面崩壊・地すべり等の土砂災害、火災及び地震災害等のおそれがあり、これらが複合して発生する可能性も考慮しておかなければならない。
  まち構造の特質に応じて防災対策課題が異なるため、地域に適応した対策を講じる必要がある。耐火・耐震構造化、緊急交通路とオープンスペースの確保、消防・救助体制の強化、避難誘導体制の整備、防災意識・知識・技術の普及と啓発等が、どの地域にも共通する重要課題である。
  市は古くからの街に大都市周辺の住宅地と、関西国際空港対岸の地元市の要素が加わり、一層の発展が期待されるため、長期的展望のもとに防災対策を研究改善し、安全なまちづくりを進める必要がある。
  このようなことから、あらゆる災害に備えて防災対策を計画することが必要となった。
　また、防災対策の現状を把握し、課題を明確化しながら、計画の適切な修正を図ることが防災対策の推進に有効と考える。このため、計画項目について可能な限り本市の防災ビジョンに照らし、事務・事業を抽出し、目標と進捗を図る指標を設定した事業一覧等として総括的な把握に努める。
第２　基本目標
　本市における風水害、土砂災害、火災等による被害を、極力軽減できる災害に強い泉南市の形成を目指し、防災ビジョンを設定する。
１　防災の目的

２　防災ビジョン  
  防災ビジョンは、長期的かつ総合的な視点に基づき、防災の目的を達成するためのものであり、本市における防災憲章となるものである。
  防災ビジョンの基本目標とその達成のための基本的施策は、次のとおりである。
          〈防災ビジョン〉
           　　　 eq \o\ad(基本目標,　　　　　　　　　　　　　　　　)     　         　　            eq \o\ad(基本的施策,　　　　　　　　　　　　　　　)
         eq \o\ad(どんな災害にも安心できるまち,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)・ 　　      ・ eq \o\ad(災害に強いまちづくり,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
         eq \o\ad(いつどんな災害が来ても対処できるひと,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)・ 　        ・災害に即応できるひとづくり
         eq \o\ad(災害に対し、迅速に対応できる体制,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)・       　  ・ eq \o\ad(災害に強いシステムづくり,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
        　       　  ・ eq \o\ad(災害の抑制と被害の軽減,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
第３　ビジョン達成への道
　市が抱える防災課題は多く、ビジョンと現実との隔たりは大きい。これを埋めるために極めて困難な障害を克服しなければならない。そこで次の視点からこの障害を克服する。

１　災害に強いまちづくり
(1) 目標
　 eq \o\ad(災害に対し、柔軟な構造を持ち、人々が安心して生活できる、次のような機能を持つ「ま,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)ち」を目標とする。
ア　災害が発生しにくいまち
イ  被害が拡大しにくいまち
ウ  安全が確保できるまち
エ  災害対策・災害復旧が容易に行えるまち。　
(2) 施策の大綱：災害に強いまちづくり
　目標達成に向け、「災害に強いまちづくり」を行うため、次の施策の強化に努める。
ア  道路・橋りょう、鉄道等の交通施設の整備及び充実
イ  防災空地の整備拡大
ウ　市街地の面的整備、住宅市街地（特に木造密集住宅地）の防火性向上の推進
エ  建築物の耐震化及び不燃化並びに防災拠点の整備
オ　ライフラインの耐震性の確保
カ　通信・消防・水防等の応急対策用資機材及び機器並びに水利等の整備
２　災害に即応できるひとづくり
(1) 目標　
  市及び関係機関の職員並びに住民を対象として、いつ、どんな災害が発生しても対処できる、次のようなひとづくりを目標とする。
ア　災害についての深い知識と知恵を備え、災害から自分自身を守ることができる人
イ　家族や隣人等の安全を配慮し、他者と協力して助け合うことができる人
ウ　居合わせた場所で、各自、自分のなすべき行動（役割）をとることができる人
エ　大きな流れを的確につかみ、自分の位置を知ることができる人
オ　災害に対する適度な危機意識を絶えず持ち続けることができる人
カ　災害時に率先して防災活動に従事・協力することができる人
(2) 施策の大綱：災害に即応できるひとづくり
　目標達成に向け、「災害に即応できるひとづくり」を行うため、次の施策の強化に努める。
ア　防災教育による防災意識の高揚、知識・技術の普及
イ　市民・ボランティア団体・事業所を含めた総合防災訓練
ウ　防災関係組織や地域コミュニティへの参加
エ　災害弱者も「共に生きる者」とする優しい心の育成
３　災害に強いシステムづくり
(1) 目標
  「もの」と「ひと」が災害に強くても、これらの間に連帯関係がなければ、強力な効果は期待できない。防災体制の確立のため、次のようなシステムを目標とする。
ア　信頼関係が確立されたシステム
イ　役割が明確なシステム
ウ　意図の伝達・徹底が容易なシステム
エ　応援と協調が円滑なシステム
オ　災害の危機管理が徹底したシステム
カ　防災のため積極的に行動するシステム
(2) 施策の大綱：災害に強いシステムづくり
　目標達成のため、「災害に強いシステムづくり」を行うため、次の施策の強化に努める。
ア  災害予防
(ｱ) 災害時における災害対策本部体制の意義と内容の周知徹底
(ｲ) 通常業務において、防災的視点を組み入れた事務・事業の遂行
(ｳ) 関係組織、一般組織の把握、相互連携及び育成強化、防災への協力体制の確立
(ｴ) 相互応援協定等による広域的取組
(ｵ) 民間業者との協定等による緊急時の協力体制の確立
(ｶ) 地域・職域コミュニティの形成
(ｷ) 災害応急対策体制の事前準備
    イ　災害発生時
(ｱ) 市及び関係機関は、平常業務体制から災害対策活動体制への迅速な移行
(ｲ) 医師会、自治会、商工会、自主・自衛消防組織等の速やかな立ち上がりと、市及び関係機関との活動調整
(ｳ) 部署・組織ごとに定められた役割分担の遂行とこれにこだわらない応援体制
(ｴ) 市民相互の助け合い、救助、救急、初期消火及び応急手当等
(ｵ) 緊急出動を要する事務（情報収集、道路調査と応急処置、二次災害危険箇所調査、救命救助、消防、防災拠点等重要施設調査等）の緊急出動
４　災害の抑制と被害の軽減対策
(1) 災害
  災害には種類が多い。これらは、自然災害と人為的災害とに区分される。どれもが人の生命、身体及び財産に危害を与えることで共通している。
ア　 eq \o\ad(自然災害,　　　　　　　　　　)：水害、風害、地震、津波、高潮、土砂災害、山地災害、干害及び冷害等
イ　人為的災害：市街地火災、山林火災、危険物災害、航空機事故及び地盤沈下等
(2) 施策の大綱：災害の抑制と被害の軽減
  目標達成に向け、災害の発生を抑制し、又は発生した災害は、その被害を軽減するため、次の施策の強化に努める。
ア　災害発生時のための計画の策定
イ　災害危険箇所調査体制の整備
ウ　テレメーター、震度計等、災害種別に応じた災害情報システムの整備
エ　治山、治水及び農地防災等の災害予防事業並びに消防予防査察等の災害予防活動の実施
オ　災害危険箇所の公開
カ　防災マップ及び災害対応マニュアル等の作成並びに配布
５　予防計画との関連
　防災ビジョンに掲げた基本的施策の４項目は、「風水害等予防計画」の章の４つの柱とし、それぞれの項目において、防災ビジョン達成のために必要な施策を計画する。
                          第６節　災害の想定
  本計画の作成にあたっては、本市の地域における地勢・気象・地質等の自然条件、人口・土地利用等の社会的条件並びに過去に発生した災害の経験を勘案し、本市において発生が予想される災害を想定し、これを基礎とした。
  この計画の作成を基礎として想定した主な災害は、次のとおりである。
１  台風による災害
(1) 強風による家屋の倒壊
(2) 高潮による浸水
(3) 大雨による河川の氾濫、浸水、ため池の破堤等による水害等
(4) 低湿地域等による排水不良による浸水等
(5) 山間部及び宅地造成地における土砂災害
２  集中豪雨等異常降雨による災害
(1) 河川、ため池等の氾濫、浸水、ため池の破堤等による水害等
(2) 低湿地域等による排水不良による浸水等
(3) 山間部及び宅地造成地における土砂災害
３  大規模な火災
(1) 市街地等の家屋密集地における大規模火災
(2) 山地における大規模山林火災
４  航空機その他大規模な事故による災害



  防災上の課題１


      自然条件からみて、浸水等の水害、土石流・斜面崩壊・地すべり


　　等の土砂災害、振動被害等の地震災害が地域特性に応じて発生する


　　おそれがあり、また、これらが複合して発することもあり得る。














  防災上の課題２


      まち構造の特質に応じて、防災対策課題の重要度が異なるため、


　　地域に適応した対策を講じなければならない。耐火構造化、耐震化、


　　オープンスペースの確保、消防・救助体制の強化、避難誘導体制の


　　整備、防災の意識・知識・技術の普及と啓発が重要となる。














  防災上の課題３


      市は古くからのまちと大都市周辺の住宅都市という複合的な都市


　  構造を有し、関西国際空港対岸の地元市として、発展の可能性が大


　  きく、今後も防災対策を常に研究・改善し、長期的な展望に立った


　  防災対策が求められる。














   災害から市域並びに市民の生命、身体及び財産を保護すること














                        ビジョン達成への視点


     (1) 長期展望に立つ。


     (2) 短期的成果や形式的成果にこだわらず、着実な前進を続ける。


     (3) 官民の合意形成と共同活動化を目指す。


     (4) あらゆる局面で、防災的視点をゆるがせにしない。


     (5) 危機管理体制を官民ともに徹底させる。







































